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ま え が き 

 

この「財政事情書の公表」は、町民の皆様に基山町の財政がどのよ

うに運営され、どのような状況にあるのかを知っていただくために毎

年２回（５月及び 11 月）行っているものです｡ 

今回は、令和２年度当初予算の概要、令和元年度下半期の補正予算

及び予算の執行状況などについて、その概要を掲載しています。 

 

我が国の経済はこれまでのアベノミクスによる施策の実施により、

雇用・所得環境も改善し、2000 年代半ばと比べて景況感の地域間のば

らつきも小さくなっているなど、地方における経済は厳しいながらも、

好循環の前向きな動きが生まれ始めています。経済の先行きについて

は、緩やかに回復が続くことが期待されるものの、消費税率引上げ後

の経済動向を注視するとともに、台風等の被害からの復旧・復興の取

組を更に加速し、あわせて米中貿易摩擦など海外発の下方リスクによ

る悪影響に備える必要があります。 

また、国が示した令和２年度の地方財政計画では、地方の一般財源

総額は、昨年度に対して 7,246 億円、1.2％増の 63.4 兆円とされる一

方で、臨時財政対策債が昨年度より 1,171 億円、3.6％減の 3.1 兆円と

されています。 

 本町の令和元年度の最終予算額は、災害復旧事業やふるさと応援寄

附金により 87.8 億円となっており、それより繰越明許費を加算した決

算見込額は、93.7 億円となっています。 

全国的に少子・高齢化への進行及び生産年齢人口の減少が続いてお

り、財政需要に対応できるような財源確保の必要性や社会保障費の増

大等により財政運営は引き続き厳しい状況となっています。こうした

状況の中、予算編成の基本である「入るを量りて出ずるを制す」の姿

勢に立ち、持続可能な健全財政の維持を考慮し、予算編成を行ってい

ます。 

 なお、町民の皆様におかれましては、町政発展のため御理解とより

一層の御協力、御支援をお願い申し上げます。 
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Ⅰ． 令和２年度当初予算 

 

 ここでは、各会計の令和２年度当初予算について編成方針及びその構成などにつ

いて説明いたします。 

 

１． 一般会計 

 

政府は、引き続き「経済再生なくして財政健全化なし」の基本方針の下、デフレ脱却・

経済再生と財政健全化に一体的に取り組み、２０２０年頃の名目ＧＤＰ６００兆円経済と

２０２５年度の財政健全化目標の達成を目指し、地域環境と両立した持続的かつ包括的な

経済成長の実現と財政健全化の達成に向けて、「経済財政運営と改革の基本方針２０１９」

に基づき、潜在成長率の引上げによる成長力の強化を目指し、生産性の飛躍的向上に取り

組みます。また、少子高齢に真正面から立ち向かい、誰もが生きがいを持ち活躍できる一

億総活躍社会の実現に取り組み、希望出生率１．８、介護離職ゼロ、「人づくり革命」及び

「働き方改革」のための対策を推進し、全世代型社会保障の構築に向け、社会保障全般に

わたる持続可能な改革を進めます。さらに自然災害からの復興や国土強靭化、観光・農林

水産業をはじめとした地方創生、地球温暖化などＳＤＧｓへの対応を含むグローバル経済

社会との連携など重要課題への取組を行うとともに、昨今の国際情勢を踏まえ、外交・安

全保障の強化に取り組みます。 

また、財政健全化に向けては、新経済・財政再生計画に沿って着実に取組を進め、２０

２５年度の国・地方を合わせた基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化を目指

し、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指しています。 

国の令和２年度予算編成では、財政健全化への着実な取り組みを進める一方、賃上げの

流れと消費拡大の好循環、外需の取り込み、設備投資の拡大を含めた需要拡大に向けた取

組や、Society5.0時代に向けた人材・技術などへの投資やイノベーションの促進、次世代

型行政サービス等の抜本強化といった生産性の向上に向けた取組など、メリハリの効いた

予算編成を目指しています。 

このような状況の中で本町の当初予算にあたっては、骨格予算として編成し、総務省自

治財政局が示した「令和２年度地方財政対策の概要」に基づき、義務的経費や一般行政経

費、社会資本整備総合交付金事業などの継続的事業の予算を計上しています。 

 歳入歳出予算総額は、ふるさと応援寄附の事業費、障がい福祉や幼児教育・保育の無償

化に係る扶助費、社会資本整備総合交付金事業費の増額等により、72.4億円となっていま

す。歳入歳出予算の概要については以下のとおりです。 

 なお、歳入予算及び歳出予算の７か年度の当初予算額推移は、それぞれ第１図「歳入当

初予算額の推移」及び第２図「歳出当初予算額の推移」のとおりとなっています。 



第１図
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第２図

（注）

　１.「その他」には、議会費、災害復旧費、諸支出金及び予備費を含む。
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【 歳入予算 】 

 

 町自ら調達することができる町税などの自主財源は、4,199,568千円で歳入全体に占める

割合は58.0％となり、前年度当初予算に比べ1.0％の増となっています。また、額としては

179,179千円の増となっています。 

 一方、地方交付税、国庫支出金、県支出金、町債などの依存財源は、3,036,222千円で、

歳入全体の42.0％となっています。また、額としては281,789千円の増となっています。 

 （第１表「自主財源と依存財源の内訳」及び第３図「歳入構成比」参照） 

 

 次に、歳入の主なものを個別に前年度と比較してみると、 

個人住民税については、令和元年度の課税状況を勘案して総所得金額の伸びを見込み、

前年度比0.4％増の793,387千円で計上しています。法人町民税は、企業の一部業種によっ

ては好調な兆しも見られますが、平成28年度税制改正での税率引き下げを勘案して、前年

比0.3％減の225,105千円で計上しています。固定資産税は概要調書、評価変動割合調等を

基礎とし、前年度比2.3％増の1,175,122千円で計上しています。軽自動車税の環境性能割

については、県が示した環境性能割見込額を参考に1,586千円で計上し、種別割は、新規登

録台数等を勘案し、前年度比3.2％増の49,480千円で計上しています。町たばこ税は、平成

30年度税制改正での税率引上げや令和元年度の課税対象売渡本数等を勘案し、前年度2.5％

増の122,192千円で計上しています。 

 地方譲与税は、前年度に比べ2,670千円の増額で計上しています。うち森林環境譲与税は

前年度の2.1倍の3,361千円で計上しています。利子割交付金は前年度比47.4％減の1,314

千円、配当割交付金は前年度比2.8％減の6,064千円を見込んでいます。 

 地方消費税交付金は、前年度比26.6％増の265,525千円を見込んでいます。なお、引き上

げ分の地方消費税交付金は社会保障施策に充てることとしています。 

 地方交付税は地方財政収支見通しを参考に、前年度比2.5％増の788,929千円で計上して

います。 

 国庫支出金は、障害福祉サービス費、障害児通所給付費及び施設型給付費の増等により、

前年度比92,948千円増の931,399千円で計上しています。 

 県支出金は、障害福祉サービス費、障害児通所給付費、施設型給付費及の増等により、

前年度比72,194千円増の529,599千円で計上しています。 

寄附金は、ふるさと応援寄附金については、前年度比40％増の700,000千円と見込み、寄

附金全体では702,501千円を計上しています。 

 繰入金は、前年度に比べ30,778千円減の846,595千円で計上しています。財政調整基金、

公共施設整備基金、ふるさと応援寄附基金からの繰入れによって財源調整を図りました。 

 町債は、防災行政無線システム更新費の増等により、前年度比36,734千円増の420,927

千円で計上しています。



第 １ 表         自主財源と依存財源の内訳

（単位：千円、％）

当初予算額A 構成比 当初予算額B 構成比 A - B (A-B)/B

町 税 2,368,148 32.7 2,333,522 34.4 34,626 1.5

分 担 金 及 び 負 担 金 30,992 0.4 71,258 1.1 △ 40,266 △ 56.5

使 用 料 及 び 手 数 料 127,367 1.8 121,523 1.8 5,844 4.8

繰 入 金 846,595 11.7 877,373 12.9 △ 30,778 △ 3.5

諸 収 入 104,479 1.4 95,391 1.4 9,088 9.5

財 産 収 入 4,486 0.1 3,821 0.0 665 17.4

寄 附 金 702,501 9.7 502,501 7.4 200,000 39.8

繰 越 金 15,000 0.2 15,000 0.3 0 0.0

計 4,199,568 58.0 4,020,389 59.3 179,179 4.5

地 方 譲 与 税 56,992 0.8 54,322 0.8 2,670 4.9

利 子 割 交 付 金 1,314 0.0 2,499 0.0 △ 1,185 △ 47.4

配 当 割 交 付 金 6,064 0.1 6,239 0.1 △ 175 △ 2.8

株式等譲渡取得割交付金 3,441 0.1 6,469 0.1 △ 3,028 △ 46.8

法 人 事 業 税 交 付 金 22,493 0.3 皆増 皆増

地 方 消 費 税 交 付 金 265,525 3.7 209,736 3.1 55,789 26.6

環 境 性 能 割 交 付 金
（自動車取得税交付金）

868 0.0 9,037 0.1 △ 8,169 △ 90.4

地 方 特 例 交 付 金 6,193 0.1 13,405 0.2 △ 7,212 △ 53.8

地 方 交 付 税 788,929 10.9 769,688 11.4 19,241 2.5

交通安全対策特別交付金 2,478 0.0 2,989 0.1 △ 511 △ 17.1

国 庫 支 出 金 931,399 12.9 838,451 12.4 92,948 11.1

県 支 出 金 529,599 7.3 457,405 6.7 72,194 15.8

町 債 420,927 5.8 384,193 5.7 36,734 9.6

計 3,036,222 42.0 2,754,433 40.7 281,789 10.2

合　　　　　計 7,235,790 100.0 6,774,822 100.0 460,968 6.8

令和２年度 増　　減
区　　　　分

令和元年度

自
　
主
　
財
　
源

依
　
存
　
財
　
源
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【歳出予算】 

 

 歳出予算を目的別にみると、介護保険、障害者福祉、児童福祉などの民生費が2,499,158

千円で歳出全体の34.5％と最も高く、次いで財産管理・企画費、徴税費、戸籍住民基本台

帳費、選挙費などの総務費が1,552,303千円で21.5％、道路・橋りょう等の事業費や都市計

画事業、都市公園の整備事業などの土木費が733,553千円で10.1％となっており、以下衛生

費、公債費の順になっております。 

 なお、本年度の主要事業としては、第２表のとおりです。 

  （第３表「歳出目的別構成比」及び第４図「目的別歳出構成比」参照） 

 また、性質別にみると委託料や使用料などの物件費が1,385,216千円で19.2％、人件費が

1,389,198千円で19.3％、クリーンヒル宝満や鳥栖三養基地区消防事務組合等に対する負担

金等の補助費等が1,267,898千円で17.5％等となっています。 

  （第４表「歳出性質別構成比」及び第５図「性質別歳出構成比」参照） 

 

 主な内容としては、総務費では、子育て・若者世帯の住宅取得への補助金20,000千円、

コミュニティバス運行業務支援負担金18,659千円、ふるさと応援寄附に係る事業700,253

千円、防災行政無線のシステム更新費用として29,700千円等があります。 

民生費には、社会福祉協議会補助金として38,663千円、介護保険事業運営費として鳥栖

地区広域市町村圏組合負担金237,386千円、施設給付費405,637千円、障害福祉サービス費

355,033千円、障害児通所給付費98,488、子育て交流広場の運営経費として8,860千円、ひ

とり親家庭等医療費助成費10,908千円等があります。 

衛生費には、各種予防接種委託料54,105千円、葬祭公園業務委託料10,576、広域ごみ処

理施設運営費負担金239,689千円、塵芥不燃物収集運搬業務委託料128,931千円、し尿処理

に係る三神地区環境事務組合負担金50,361千円、し尿処理陸送費負担金17,825千円等があ

ります。 

労働費には、無料職業紹介所の運営管理費2,436千円等があります。 

農林水産業費には、中山間地域における耕作放棄の発生防止のための中山間地域等直接

支払交付金6,910千円等があります。 

商工費には、産業振興に寄与する団体等に対する補助金1,500千円、企業立地奨励金

27,540千円、歴史・伝統文化資源を活用した体験型サービス創出事業に8,318千円等があり

ます。 

土木費には、町道の道路維持補修として舗装補修費15,300千円、維持補修費4,050千円、

橋梁の長寿命化対策として橋梁補修費8,103千円、道路改良事業として三国・丸林線道路改

良工事費に24,524千円、総合公園整備事業163,810千円、本桜団地外壁の長寿命化工事費

82,000千円等があります。 
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消防費には、鳥栖三養基地区消防事務組合の負担金218,368千円、佐賀県防災航空隊負

担金1,773千円等があります。 

教育費には、小学校放課後補充学習事業委託料9,530千円、歴史的風致維持向上計画の

推進のため基肄城南門跡地区の環境整備19,505千円等があります。 

災害復旧費には、基肄城跡災害復旧事業30,092千円等があります。 

公債費には、償還元金553,258千円、利子38,031千円等があります。 



　第 ２ 表

国　庫
負担金

県支出金 地方債
分担金・
負担金

その他

一般財源の
うち引上分
地方消費税

交付金

その他

介護保険事業 237,386 71,291 166,095

児童手当給付費 262,415 183,765 39,324 11,810 27,516

障害者自立支援給付費 361,384 179,598 89,808 27,623 64,355

塵芥処理事業 145,924 42,925 102,999

広域ごみ処理施設運営事業 239,689 239,000 689

し尿処理事業 69,864 50,000 19,864

町道の維持整備事業 146,836 59,693 44,900 31,500 10,743

総合公園整備事業 163,810 80,155 72,100 11,500 55

常備消防費 220,141 220,141

施設給付事業 405,637 191,614 95,806 997 117,220

基肄城跡災害復旧事業 30,261 21,182 3,268 5,800 11

令和２年度主要事業一覧表

（単位：千円）

事　　業　　名 事　業　費

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　定　財　源 一 般 財 源
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第３表 歳出目的別構成比

（単位：千円、％）

当初予算額 A 構成比 当初予算額 B 構成比 A - B (A-B)/B

議 会 費 99,548 1.4 103,213 1.5 △ 3,665 △ 3.6

総 務 費 1,552,303 21.5 1,372,745 20.3 179,558 13.1

民 生 費 2,499,158 34.5 2,299,469 34.0 199,689 8.7

衛 生 費 655,088 9.1 614,824 9.1 40,264 6.5

労 働 費 7,944 0.1 9,355 0.1 △ 1,411 △ 15.1

農 林 水 産 業 費 100,878 1.4 90,397 1.3 10,481 11.6

商 工 費 115,799 1.6 104,020 1.5 11,779 11.3

土 木 費 733,553 10.1 713,734 10.6 19,819 2.8

消 防 費 260,698 3.6 257,039 3.8 3,659 1.4

教 育 費 565,863 7.8 583,078 8.6 △ 17,215 △ 3.0

災 害 復 旧 費 37,747 0.5 49,707 0.7 △ 11,960 △ 24.1

公 債 費 591,490 8.2 561,876 8.3 29,614 5.3

そ の 他 15,721 0.2 15,365 0.2 356 2.3

計 7,235,790 100.0 6,774,822 100.0 460,968 6.8

令和２年度 令和元年度 増　　減
区　　分

-10-



第４表 歳出性質別構成比

（単位：千円、％）

当初予算額A 構成比 当初予算額B 構成比 A - B (A-B)/B

義務的経費

人 件 費 1,389,198 19.3 1,276,126 18.8 113,072 8.9

扶 助 費 1,302,055 18.0 1,115,363 16.5 186,692 16.7

公 債 費 591,489 8.2 561,875 8.3 29,614 5.3

計 3,282,742 45.5 2,953,364 43.6 329,378 11.2

投資的経費

普 通 建 設 事 業 費 507,479 7.0 550,072 8.1 △ 42,593 △ 7.7

災 害 復 旧 事 業 費 37,747 0.5 49,707 0.7 △ 11,960 △ 24.1

計 545,226 7.5 599,779 8.8 △ 54,553 △ 9.1

その他の経費

物 件 費 1,385,216 19.2 1,380,203 20.4 5,013 0.4

維 持 補 修 費 88,427 1.2 80,370 1.2 8,057 10.0

補 助 費 等 1,267,898 17.6 1,191,749 17.6 76,149 6.4

繰 出 金 325,953 4.5 328,812 4.9 △ 2,859 △ 0.9

そ の 他 324,909 4.5 225,421 3.5 99,488 44.1

計 3,392,403 47.0 3,206,555 47.6 185,848 5.8

合　　　　　計 7,220,371 100.0 6,759,698 100.0 460,673 6.8

令和２年度 令和元年度 増　　減
区　　　　分
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議会費 1.4%

総務費

21.5%

民生費

34.5%

衛生費

9.1%

労働費 0.1%

農林水産業費

1.4%

商工費 1.6%

土木費

10.1%

消防費

3.6%

教育費

7.8%

公債費

8.2%

令和２年度
当初予算額

７２億３，５７９万円

その他
0.7%

人件費

19.2%

扶助費

18.0%

公債費

8.2%普通建設事業費

7.0%

災害復旧事業費

0.5%

物件費

19.2%

維持補修費

1.2%

補助費等

17.5%

繰出金

4.5%

その他 4.7%

令和２年度
当初予算額

７２億３，５７９万円

義務的経費
４５．４％その他の経費

４７．１％

投資的経費
７．５％

第４図
目 的 別 歳 出 構 成 比

第５図
性 質 別 歳 出 構 成 比
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２.国民健康保険特別会計 

 

国民健康保険は、「年齢構成が高い」、「医療費水準が高い」、「所得水準が低い」という構

造的な問題を抱えているため、県単位による財政運営を行っています。 

そのため、町が支払った保険給付費が県より全額交付されるようになっており、町は、

県が保険事業を運営するための経費や後期高齢者支援金、介護納付金を支払うための経費

を保険事業費納付金として所得や医療費の水準、世帯数、被保険者数などに応じて県に納

付します。 

保険給付費の上昇を抑えることが、県に納付する国民健康保険事業費納付金と保険税率

を抑えることになるため、保健事業を推進し、医療費の適正化や被保険者の健康維持に努

めるとともに、インセンティブ的な交付金を多く獲得するためにも各種事業の推進や収納

率の向上を目指します。 

令和２年度の国民健康保険特別会計の歳入歳出予算総額は、2,035,520千円で、前年度に

比べ2,382千円の増額になっております。 

 

 

３.後期高齢者医療特別会計 

 

令和２年度の予算については、佐賀県後期高齢者医療広域連合との整合性を図り、予算

編成を行ないました。 

後期高齢者医療制度の歳入歳出予算総額は 257,630千円で、前年度に比べて 14,134千円

の増額となっております。 

 

特別会計の当初予算額の前年度対比は、第５表のとおりです。 

 

 



第５表

（単位：千円、％）

当初予算額 A 構成比 当初予算額 B 構成比 A - B (A-B)/B

国民健康保険特別会計 2,035,520 88.8 2,033,138 89.3 2,382 0.1

後期高齢者医療特別会計 257,630 11.2 243,496 10.7 14,134 5.8

区　　分

特別会計当初予算前年度対比

令和２年度 令和元年度 増　　減
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Ⅱ．令和元年度補正予算 

 

 令和元年度の当初予算及び１１月臨時補正予算までの概要については、前回

までの財政事情書で説明しましたので、今回は、それ以降の補正予算の概要に

ついて説明いたします。 

 

１．一般会計 

 

（１）補正予算第６号（12 月補正予算） 

12 月補正予算においては、11 月補正予算後における事業費の増減に伴う予

算の計上を行いました。その結果、予算の総額は 181,465 千円の増額で、こ

れを既定の予算と合わせると 7,982,780 千円となっています。 

  その主な内容は、次のとおりです。 

 

 《歳入》 

① 子どものための教育・保育給付費負担金    28,462 千円の増 

② 障害者自立支援給付費負担金          4,953 千円の増 

③ 障害児入所給付費等及び入所医療費等負担金   5,438 千円の増 

④ 保育対策総合支援事業補助金          11,000 千円の増 

⑤ 施設型給付費負担金             13,860 千円の増 

⑥ 林道施設現年発生災害復旧費補助金            7,774 千円の増 

⑦ 農地農業用施設現年発生差市街復旧費補助金  5,984 千円の増 

⑧ 基金繰入金                 76,345 千円の増 

⑨ 後期高齢者医療療養給付費返還金         4,139 千円の増 

 

 《歳出》 

① 障害福祉サービス費              9,907 千円の増 

② 障害児通所給付費               10,878 千円の増 

③ 保育対策総合支援事業費補助金        16,500 千円の増 

④ 子どもの医療費助成費             7,335 千円の増 

⑤ 施設型給付費                32,142 千円の増 

⑥ 地域型保育施設給付費            12,480 千円の増 

⑦ 幼児教育・保育無償化給付費         10,536 千円の増 

⑧ 国県支出金返納金              23,943 千円の増 
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（２）補正予算第７号（１月臨時補正予算） 

  １月臨時補正予算においては、ふるさと応援寄附事業に伴う予算の計上を

行いました。その結果、補正予算の総額は 400,000 千円の増額で、これを既

定の予算と合わせると 8,382,780 千円となっています。 

 

（３）補正予算第８号（３月補正予算） 

  ３月補正予算では、１月臨時補正予算後における事業費の増減に伴う予算

の計上を行いました。その結果、予算の総額は 360,214 千円の増額で、これ

を既定の予算と合わせると 8,742,994 千円となっています。 

  その主な内容は、次のとおりです。 

 

 《歳入》 

①  法人税割額                 20,730 千円の増 

②  固定資産税                 13,881 千円の増 

③  社会資本整備総合交付金（道路橋梁）    117,693 千円の増 

④  社会資本整備総合交付金（公園）      25,000 千円の増 

⑤  学校施設環境改善交付金          52,235 千円の増 

⑥  農地農業用施設現年発生災害復旧費補助金   10,209 千円の減 

⑦  基金繰入金                64,600 千円の減 

 

 《歳出》 

①  障害福祉サービス費             8,000 千円の増 

②  橋梁点検委託料              11,516 千円の増 

③  踏切道改良事業負担金           123,876 千円の増 

④  立地適正化計画策定支援業務委託料      6,257 千円の減 

⑤  公園施設長寿命化工事           55,000 千円の増 

⑥  若基小学校校舎大規模改造工事実施設計・監理業務委託料 

                       9,700 千円の増 

⑦  若基小学校大規模改造工事         102,000 千円の増 

⑧  林道施設災害復旧工事             9,587 千円の増 

⑨  基肄城跡災害復旧工事             8,848 千円の減 

 

（４）補正予算第９号（３月専決処分） 

  ３月専決処分においては、３月補正予算後における地方消費税交付金、地

方交付税等の交付額確定等に伴う予算の計上を行いました。その結果、予算
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の総額は 33,624 千円の増額で、これを既定の予算と合わせると 8,776,618 千

円となっています。 

 

 

２．国民健康保険特別会計 

 

（１）補正予算第３号（12 月補正予算） 

  12 月補正予算においては、主に保険給付費等交付金償還金の予算の増額を

行いました。その結果、予算の総額は、145 千円の増額で、これを既定の予算

と合わせると 2,092,176 千円となっています。 

 

（２）補正予算第４号（３月補正予算） 

    ３月補正予算においては、主に保険給付費等交付金の予算の減額を行いま

した。その結果、予算の総額は、63,520 千円の減額で、これを既定の予算と

合わせると 2,028,656 千円となっています。 

 

 

３．後期高齢者医療特別会計 

 

（１）補正予算第２号（３月補正予算） 

    ３月補正予算においては、後期高齢者医療広域連合納付金の予算の増額を

行いました。その結果、補正予算の総額は、340 千円の増額で、これを既定

の予算と合わせると 263,013 千円となっています。 

 

 なお、一般会計及び特別会計の補正予算に伴う予算額の推移は、第６表及び

第７表のとおりです。 



第６表

（単位：千円）

区　分 補正１号 補正２号 補正３号 補正４号 補正５号

　　　款　名 （４月） （６月） （９月） （10月） （11月）

１ 2,333,522 21,448

２ 54,322

３ 2,499

４ 6,239

５ 6,469

６ 209,736

７ 9,037

８ 13,405 2,611

９ 769,688 293,478

10 2,989

11 71,258

12 121,523 1,021 599

13 838,451 136,500 4,265

14 457,405 13,018 12,697 14,492

15 3,821 16,146

16 502,501 100 200,000

17 877,373 156,500 △ 295,026 3,000 6,000

18 15,000 136,637

19 95,391 71,065 29,715

20 384,193 148,100 52,827 1,300

6,774,822 0 526,304 275,397 3,000 221,792

１ 103,213 2,374 △ 158

２ 1,372,745 1,547 84,814 120,385 199,960

３ 2,299,469 21,891 21,980

４ 614,824 10,314 5,155

５ 9,355

６ 90,397 1,661 4,646 891

７ 104,020 △ 1,976 4,435 83

８ 713,734 85,857 32,335 47

９ 257,039 △ 585 602

10 583,078 321,506 6,795 512

11 49,707 68,956 1,870 20,784

12 561,876 △ 7,037

13 241 160 17,622

14 15,124 △ 1,547 288 283 △ 356 399

6,774,822 0 526,304 275,397 3,000 221,792計

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

民 生 費

衛 生 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

教 育 費

計

（　歳　　出　）

議 会 費

総 務 費

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金
（自動車税環境性能割交付金）

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

令和元年度一般会計補正期別予算額

当初予算額

（　歳　　入　）

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金
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第６表

（単位：千円）

区　分 補正６号 補正７号 補正８号 補正９号

　　　款　名 （12月） （１月） （３月） （３月）

１ 34,611 2,389,581

２ 1 2,295 56,618

３ △ 569 1,930

４ △ 166 6,073

５ △ 3,274 3,195

６ 93,961 303,697

７ △ 1,356 7,681

８ 31,387 47,403

９ 58,192 1,121,358

10 △ 472 2,517

11 2,091 △ 1,523 71,826

12 9 △ 6 123,146

13 59,615 192,932 7,451 1,239,214

14 37,377 △ 8,820 2,125 528,294

15 118 20,085

16 134 400,000 668 30,150 1,133,553

17 76,345 △ 64,154 △ 186,100 573,938

18 151,637

19 6,476 2,905 205,552

20 △ 700 203,600 789,320

181,465 400,000 360,214 33,624 8,776,618

１ △ 458 △ 2,315 102,656

２ 8,792 400,000 △ 8,119 30,000 2,210,124

３ 115,667 △ 654 3,617 2,461,970

４ 33 △ 4,301 626,025

５ 31 △ 485 8,901

６ △ 154 △ 8,887 21 88,575

７ 164 328 107,054

８ 7,188 275,275 1,114,436

９ △ 371 256,685

10 △ 166 108,159 1,019,884

11 12,279 △ 2,393 151,203

12 14,315 2,530 571,684

13 23,943 1,933 43,899

14 △ 169 △ 486 △ 14 13,522

181,465 400,000 360,214 33,624 8,776,618

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

（　歳　　出　）

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

計

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金
（自動車税環境性能割交付金）

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

最終予算額

（　歳　　入　）

令和元年度一般会計補正期別予算額

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

-19-



第７表

（単位：千円）

区　　分 当初予算 ６月 ９月 12月 ３月 最終予算額

（１号補正） （２号補正） （３号補正） （４号補正）

国民健康保険特別会計 2,033,138 △ 6,423 65,316 145 △ 63,520 2,028,656

（１号補正） （２号補正）

後期高齢者医療特別会計 243,496 19,177 340 263,013

令和元年度特別会計補正期別予算額
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Ⅲ．令和元年度予算の執行状況 

 

令和元年度の一般会計予算及び特別会計予算の令和２年３月 31 日現在の執

行状況は、第８表及び第９表のとおりです｡ 

なお、３月 31 日までに収入の終わらないもの及び支出の完了していないもの

については、５月 31 日の出納閉鎖日までに収入及び支出の整理を引き続き行い

ます｡ 



第８表

（令和２年３月31日現在）

歳　入

（単位：千円）

区　分

　　　款　名

１ 2,389,581 2,358,232  2,400,238  100.4 101.8

２ 56,618 56,617     56,617     100.0 100.0

３ 1,930 1,930      1,930      100.0 100.0

４ 6,073 6,073      6,073      100.0 100.0

５ 3,195 3,195      3,195      100.0 100.0

６ 303,697 303,697    303,697    100.0 100.0

７ 7,681 7,682      7,682      100.0 100.0

８ 47,403 47,403     47,403     100.0 100.0

９ 1,121,358 1,121,358  1,121,358  100.0 100.0

１０ 2,517 2,517      2,517      100.0 100.0

１１ 71,826 71,334     68,035     94.7 95.4

１２ 123,146 128,706    113,296    92.0 88.0

１３ 1,239,214 811,118    776,107    62.6 95.7

１４ 528,294 493,911    415,082    78.6 84.0

１５ 20,085 20,083     20,083     100.0 100.0

１６ 1,133,553 1,130,610  1,057,594  93.3 93.5

１７ 573,938 207,718    715        0.1 0.3

１８ 151,637 151,638    151,638    100.0 100.0

１９ 205,552 159,216    127,814    62.2 80.3

２０ 789,320 393,720    44,400     5.6 11.3

8,776,618 7,476,758 6,725,473 76.6 90.0

※端数整理のため、合計額が一致しないことがあります。
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対調定額
収入率％
(C/B)

令和元年度一般会計予算の執行状況

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

予算現額
(A)

調定額
(B)

収入済額
(C)

対予算額
収入率％
(C/A)

町 債

計

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

諸 収 入

分 担 金 及 び 負 担 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金
（自動車税環境性能割交付金）

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金



歳　出

（単位：千円）

（単位：千円） 区　分

　款　名

１ 102,656   0 102,656   101,195   1,461     

２ 2,210,124 2,320 2,212,444 1,347,478 864,966   

３ 2,461,970 2,417 2,464,387 2,154,417 309,970   

４ 626,025   1,532 627,557   586,300   41,257    

５ 8,901     0 8,901     8,672     229       

６ 88,575    391 88,966    79,572    9,394     

７ 107,054   0 107,054   75,841    31,213    

８ 1,114,436 0 1,114,436 376,804   737,632   

９ 256,519   292 256,811   254,393   2,418     

10 1,032,329 206 1,032,535 598,222   434,313   

11 153,239   1,690 154,929   14,805    140,124   

12 557,369   0 557,369   556,867   502       

13 43,899    0 43,899    14,815    29,084    

14 13,522    △ 8,848 4,674     -         4,674     

8,776,618 0 8,776,618 6,169,381 2,607,237 

※端数整理のため、合計額が一致しないことがあります。
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対予算額
支出率％
(B/A)

議 会 費

衛 生 費

予備費充用

公 債 費

総 務 費

民 生 費

諸 支 出 金

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

57.9

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

98.6

予算額
支出済額

(B)
予算残額
(A-B)

89.4

70.8

33.8

99.1

予算現額
(A)

60.9

87.4

93.4

97.4

33.7

0.0

70.3

予 備 費

計

9.6

99.9



第９表

（令和２年３月31日現在）

（単位：千円）

区　分

　　予　算　名 収入済額
収入割合
(％)

支出済額
支出割合
(％)

2,028,656 1,997,731 98.5 1,870,618 92.2

263,013 247,329 94.0 218,597 83.1後期高齢者医療特別会計

令和元年度特別会計予算の執行状況

予算現額

歳　　　入 歳　　　出

国民健康保険特別会計
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Ⅳ．町債及び一時借入金の状況

町債現在高及び償還金の推移(過去10ヵ年)

22 6,746,171 633,466 141,319 774,785

23 6,529,911 654,093 130,631 784,724

24 6,135,684 792,452 115,749 908,201

25 5,972,236 662,139 100,515 762,654

26 5,915,395 603,002 87,633 690,635

27 6,207,506 559,163 76,857 636,020

28 5,974,192 647,293 66,867 714,160

29 6,216,787 527,512 55,863 583,375

30 6,132,943 505,384 48,420 553,804

元 6,442,574 514,889 41,978 556,867

　　地方公共団体の経費は、原則として借入金（町債）以外の収入をもって賄う

　こととされていますが、公共事業・災害復旧事業等に要する経費で、多額の経

　費を必要とする場合は、県知事の同意等を受け、長期借入金で事業を行うこと

　が出来ます。また、年度中一時的に資金が不足した場合に借入を行うことがあ

　ります。前段を町債、後段を一時借入金として区別しています。

　　また、一時借入金については、令和２年３月31日現在ありません。

　　一般会計における町債の現在高及び公債費の償還金の推移は、下記の表のと

元　　　金

　おりです。

償　　　　　還　　　　　金
年度末現在高

計利　　　子
年　度

（単位：千円）
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